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そ

いては、環境影響予測

の

評価の実施計画書に基

他

づき気象調査等を実施

　

し、評価書案の作成を

】

進めました
。また、整

【

備・運営事業の実施方

協

針を公表し、特定事業

働

に選定しました。周辺

：

地域整備については、

】

周辺公園の再整備を実

目

施し
ました。環境事業

的

センターの建設に向け

・

て計画どおり準備を進

目

めることができました

標

。

Ａ：成果があがった

事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

次期

種

環境事業センター及び

類

周辺地域整備事業

環境

ハ

部　資源循環課

01－ ー040201－030 ド000 ● ○

03 基本目

ソ

標３　　人と自然が調

フ

和した、やすらぎのあ

ト

るまち
総合計画の

03

根

③〈循環型社会〉　循

拠

環型社会をめざして環

法

境負荷の少ない暮らし

令

方を定着させる
位置付

等

け
02 2 ごみの排出

対

を抑制し、資源化を進

象

める

廃棄物の処理及び

・

清掃に関する法律　他

受 市民 平成１９年度 ～益  平成２４年度

□ ■ □

者

□

次期環境事業センタ

事

ーの建替えが行われ、

業

安定したごみ処理が 環

期

境負荷の低減を図るた

間

め、環境アセスメント

委

調査を実施する
でき、

託

ごみ処理による余熱の

、

有効利用が図られてい

協

ます。 など、環境事業

働

センターの建設に向け

【

て準備を進めます。

次

委

期環境事業センター及

託

び周辺地域整備事業進

：

捗率 ％

平成24年度を

3

100％とした事業進

セ

捗率。H19：調査等

ク

5％、H20：周辺整

・

備等10％、H21：

財

建設準備等10％
、H

団

22:工事等20％、

企

H23:工事等35％

業

、H24：完成20％

Ｎ

5 15 25 － － －

5 1

Ｐ

5

①：予定どおり

次期

Ｏ

環境事業センターにつ
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位

境調査実施、建環境調

施

査実施、建実施設計、

策

建設 建設 建設、試運転

へ

建設手法検討 設手法検

の

討、周辺設準備、周辺

貢

地域

地域整備 整備

0 0

献

31,447 12,1

高

44 480,000 2

市

,430,000 1,

民

940,000

0 0 1

満

2,623 1,017

足

0 0 0

0 0 34,00

度

0 14,000 751

を

,000 3,730,

高

000 2,987,0

め

00

0 494 6,66

る

5 2,569 146,

方

100 730,500

策

584,400

0 4,

業

306 15,696 6

有

,873 83,900

効

414,500 332

性

,600

0 4,800

継

100,431 36,

続

603 1,461,0

に

00 7,305,00

よ

0 5,844,000

る

－ － －

0.00 2.4

成

0 2.40 2.20 2

果

.40 2.40 2.4

向

0

0.00 0.80 0

上

.80 0.80 0.8

の

0 0.80 0.80

0

可

22,882 22,8

能

82 21,144 22

性

,815 22,815

低

22,815

0 27,

そ

682 123,313

の

57,747 1,48

他

3,815 7,327

事

,815 5,866,

業

815

○ ● ○ ○ ○ ○ ○

の

事業者が決定し、環境

目

アセスメントの手続も

的

終了するので、要求水

､

準書に基づき、次期環

対

境事業センターの設計

象

・施工を進めま
す。ま

､

た、周辺地域の整備に

内

ついても、地元と協議

容

を進めながら整備計画

分

を策定していきます。

高

なお、22年度から周

受

辺地域整備を新規事業

益

として分離することに

者

より、更なる推進を図

負

ります。

要求水準書に

担

適合した設計・施工と

､

なるようモニタリング

補

を実施します。

事業が

助

計画どおり進んでいる

額

が、今後事業内容を精

妥

査し
、推進していきま

当

す。

性 中
業務の執行体制(人員配置､業務分担)

低
その他

析
業務プロセス改善による効率化の方策

高
コスト削減の可能性

効率性 中
事業手法(民活の余地､事業形態の検討)

低
その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

現在の焼却施設につい

出

ては、老朽化に伴い早

総

期の施設更
●□ 新が必

合

要です。そのため、安

評

心で安全な焼却施設を

価

整備

■ する必要があり

市

ます。 ○
□
□ ごみ処理

民

については、一時の停

ニ

滞も許されないことか

ー

ら
●■ 、計画的かつ確

ズ

実な施設整備が求めら

高

ています。これに

■ 対

事

応するもので有効です

業

。 ○
□
■ 国及び県にお

目

けるごみ処理の広域化

的

計画に基づき、平塚
●

の

■ 市、大磯町において

達

、ごみ処理広域化実施

成

計画を策定し
○

□ たも

状

ので妥当です。
○

□
■

況

準ＰＦＩ的手法である

必

「ＤＢＯ」方式を採用

要

することに
●

■ より、

性

建設コストの削減や施

市

設運営の長期の委託に

の

より
○

■ 、効率化を図

関

っています。
○

□

国か

与

らの交付金を受けなが

の

ら、着実に事業を実施

必

していくことが大きな

要

目標であり、環境影響

性

予測評価書の作成や、

低

準ＰＦＩ的
な手法であ

事

る「ＤＢＯ」方式によ

そ

る事業者選定等につい

の

ても、計画的に実施し

他

ていくことが課題です

上

。

環境調査実施及び環
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展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

環境影響予測評価の実施計画書を作 次期環境事業センターについては、
成し、また運営方式導入可能性調査 環境影響予測評価の実施計画書に基
最終報告書の作成を行うことにより づき気象調査等を実施し、評価書案
、環境事業センターの建設に向けて の作成を進めました。また、整備・
計画どおり準備を進めることができ 運営事業の実施方針を公表し、特定
た。 事業に選定しました。周辺地域整備

については、周辺公園の再整備

５

を実
施しました。環境

.

事業センターの建
設に

事

向けて計画どおり準備

業

を進める
ことができま

展

した。

国からの交付金

開

を受けながら、着実 国

の

からの交付金を受けな

経

がら、着実
に事業を実

緯

施していくことが大き

平

な に事業を実施してい

成

くことが大きな
目標で

1

あり、環境影響予測評

8

価書の 目標であり、環

年

境影響予測評価書の
作

度

成や、準ＰＦＩ的な手

事

法である「 作成や、準

業

ＰＦＩ的な手法である

分

「
ＤＢＯ」方式による

平

事業者選定等に ＤＢＯ

成

」方式による事業者選

1

定等に
ついても、計画

9

的に実施していきこ つ

年

いても、計画的に実施

度

していくこ
とが課題で

事

ある。 とが課題です。

業

－ 現状の規模で継続 拡

分

大して継続

平成２２年

平

度からの工事着手に向

成

け 要求水準書に適合し

2

た設計・施工と
た事業

0

者選定を行い、契約の

年

詳細等 なるようモニタ

度

リングを実施します
の

事

検討を行う。 。

－ 実施

業

計画事業／行政改革事

分

業 実施計画事業

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への
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そ

化実施計画書及び平塚

の

・大磯地域循環型社会

他

形成推進地域計画に基

　

づき、大磯町がし尿処

】

理施設の改修工
事を実

【

施したので、費用の負

協

担をしました。

Ａ：成

働

果があがった

： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

ごみ

種

処理広域化推進事業

環

類

境部　資源循環課

01 ハ－040201－04 ー0000 ● ○

03 基本

ド

目標３　　人と自然が

ソ

調和した、やすらぎの

フ

あるまち
総合計画の

0

ト

3 ③〈循環型社会〉　

根

循環型社会をめざして

拠

環境負荷の少ない暮ら

法

し方を定着させる
位置

令

付け
02 2 ごみの排

等

出を抑制し、資源化を

対

進める

ごみ処理の広域

象

化計画について（厚生

・

省環境整備課長通知）

受

他

平塚市民 平成１８年益 度 ～ 

□ □ □ ■

ごみ

者

処理広域化実施計画が

事

策定され、環境負荷の

業

低減、ごみ処 ごみ処理

期

の効率化を図るため、

間

広域的なごみ処理に関

委

する事項
理の効率化、

託

経費縮減が図られてい

、

ます。 などを協議する

協

ことにより、ごみ処理

働

広域化実施計画を策定

【

し
、同計画に基づき広

委

域化を進めます。

ごみ

託

処理広域化進捗率（し

：

尿処理施設） ％

H19

3

：ごみ処理広域化実施

セ

計画策定負担金20％

ク

、H20：施設改修（

・

大磯町）負担金20％

財

、H21：施設改修
（

団

大磯町）負担金20％

企

、H22：施設解体（

業

平塚市）40％

20 4

Ｎ

0 60 100 － －

20

Ｐ

40

％

①：予定どおり

Ｏ

１市１町ごみ処理広域
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位

事

業の実施 業の実施 業

施

の実施 業の実施 業の実

策

施

0 0 0 0 0 0 0

0 0

へ

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

の

0 0

0 2,415 0 0

貢

0 0 0

0 0 18,90

献

4 24,000 149

高

,416 96,000

市

92,000

0 2,4

民

15 18,904 24

満

,000 149,41

足

6 96,000 92,

度

000

－ － －

0.00

を

1.80 1.80 1.

高

00 1.80 1.80

め

1.80

0.00 0.

る

20 0.20 0.20

方

0.20 0.20 0.

策

20

0 15,790 1

業

5,790 9,046

有

15,731 15,7

効

31 15,731

0 1

性

8,205 34,69

継

4 33,046 165

続

,147 111,73

に

1 107,731

○ ●

よ

○ ○ ○ ○ ○

大磯町にあ

る

るし尿処理施設の改修

成

工事を進めながら、平

果

塚市のし尿を受け入れ

向

準備を整え、平塚市の

上

し尿処理施設を解体し

の

ます
。

し尿処理施設の

可

敷地は、次期環境事業

能

センター建設用地にな

性

ることから、次期環境

低

事業センター建設に支

そ

障がないよう事業を推

の

進します。

ごみ処理広

他

域化については、一応

事

大枠が決まり推進して

業

いるものの、二宮町の

の

参加についても留意し

目

つつ推進し
ます。

的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

平塚・大磯ブロックご

出

み処理広域化実施計画

総

を策定し、
●□ 今後は

合

この実施計画に基づき

評

施設を整備していきま

価

す。

□ ○
□
□ 環境負荷

市

の低減や効率的なごみ

民

処理が可能となり、経

ニ

費
●■ の縮減が図られ

ー

ることから有効です。

ズ

■ ○
□
■ 平塚・大磯ブ

高

ロックの廃棄物処理の

事

現状と課題を抽出し
○

業

■ 、広域処理施設の整

目

備計画等を策定し、廃

的

棄物処理を共
●

□ 同で

の

取り組んでいくもので

達

、効率化を図る上で有

成

効です
○

□ 。

□ ごみの

状

広域処理により、それ

況

ぞれの市町が補完し合

必

うた
●

■ め、経費の縮

要

減が図られます。
○

□

性

○
□

平成２２年から平

市

塚市のし尿を受け入れ

の

るため、大磯町のし尿

関

処理施設の改修工事に

与

対して引き続き負担金

の

を支出します。

ごみ処

必

理広域化実ごみ処理広

要

域化実ごみ処理広域化

性

実ごみ処理広域化実ご

低

み処理広域化実ごみ処

事

理広域化実

施計画の策

そ

定 施計画に基づく事施

の

計画に基づく事施計画

他

に基づく事施計画に基

上

づく事施計画に基づく



6 頁

展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

１市１町ごみ処理広域化実施計画書 １市１町ごみ処理広域化実施計画書
の作成及び平塚・大磯地域循環型社 及び平塚・大磯地域循環型社会形成
会形成推進地域計画の作成を行い、 推進地域計画に基づき、大磯町がし
広域化の体制を整備することができ 尿処理施設の改修工事を実施したの
た。 で、費用の負担をしました。

平成２２年から平塚市のし尿を受け 平成２２年から平塚市のし尿を受け
入れるため、大磯町のし尿処理施設 入

５

れるため、大磯町のし

.

尿処理施設
の大規模改

事

修に対して負担金を支

業

出 の改修工事に対して

展

引き続き負担金
する。

開

を支出します。

－ 現状

の

の規模で継続 拡大して

経

継続

大磯町のし尿処理

緯

施設の大規模改修 し尿

平

処理施設の敷地は、次

成

期環境事
が２年目にな

1

るため、着実に効率よ

8

業センター建設用地に

年

なることから
く事業を

度

推進する。 、次期環境

事

事業センター建設に支

業

障
がないよう事業を推

分

進します。

－ 実施計画

平

事業／行政改革事業 実

成

施計画事業

19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への



7 頁

そ

た。

Ａ：成果があがっ

の

た

他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

事業

種

系ごみ多量排出者に対

類

する減量化指導事業

環

ハ

境部　資源循環課

00 ー－xxxxxx－xx ド0000 ○ ●

03 基本

ソ

目標３　　人と自然が

フ

調和した、やすらぎの

ト

あるまち
総合計画の

0

根

3 ③〈循環型社会〉　

拠

循環型社会をめざして

法

環境負荷の少ない暮ら

令

し方を定着させる
位置

等

付け
02 2 ごみの排

対

出を抑制し、資源化を

象

進める

事業者

□ □ □ □

・

事業系ごみ多量排出者

受

に対する減量化指導を

益

行うことにより、 ごみ

者

減量化のため、事業系

事

ごみ多量排出者に対し

業

、発生量の抑
ごみ発生

期

量が減少して資源化量

間

、リサイクル量が増え

委

ています 制、資源化、

託

リサイクルなどの減量

、

化の指導を行います。

協

。

多量排出事業者指導

働

件数 件

－

75 70 65

【

62 59 56

70 68

委

多量排出事業者排出量

託

削減率 ％

前年度実績と

：

比較した削減率

2 2 2

3

2 2 2

2 3

①：予定ど

セ

おり

多量排出者に「減

ク

量化等計画書」等の確

・

実な提出を求め、実績

財

及び計画書の分析等を

団

行いました。「減量化

企

等計画書」等の確実
な

業

提出により、多量排出

Ｎ

者に対し、ごみの発生

Ｐ

抑制、資源化への意識

Ｏ

付けに効果がありまし
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位

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

施

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

策

0 0 0

－ － －

0.00

へ

0.20 0.20 0.

の

20 0.50 0.50

貢

0.50

0.00 0.

献

00 0.00 0.00

高

0.00 0.00 0.

市

00

0 1,679 1,

民

679 1,672 4,

満

178 4,178 4,

足

178

0 1,679 1

度

,679 1,672 4

を

,178 4,178 4

高

,178

● ○ ○ ○ ○ ○

め

○

多量排出者に「減量

る

化等計画書」等の確実

方

な提出を求めます。現

策

場確認を実施し、排出

業

抑制、資源化、リサイ

有

クル化などで減量
化を

効

促します。

提出書類の

性

分析等を行い、現場確

継

認を順次実施し、排出

続

抑制、資源化、リサイ

に

クル化の指導、助言を

よ

行います。

家庭ごみと

る

同様に、事業系ごみに

成

ついても減量化が重要

果

であり、特に多量排出

向

者に対しては、現場確

上

認（立入検
査）により

の

、排出抑制、資源化、

可

リサイクル化の指導を

能

徹底していきます。

性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

多量排出者に対し、指

出

導し、計画を策定させ

総

て減量化に
●■ 努めさ

合

せることは、ごみの発

評

生抑制、資源化に必要

価

です

□ 。 ○
□
□ 継続的

市

に多量排出者に対し、

民

指導し、計画を策定さ

ニ

せて
●□ 減量化に努め

ー

させることは、ごみの

ズ

発生抑制、資源化に

■

高

有効です。 ○
□
■ 多量

事

排出者に対し、指導し

業

、計画を策定させて減

目

量化に
●

□ 努めさせる

的

ことは、事業の目的で

の

あるごみの発生抑制、

達

○
□ 資源化に対して妥

成

当です。
○

□
□ 多量排

状

出者に対し、「減量化

況

等計画書」等の確実な

必

提出
○

□ を求めていき

要

ます。
●

■
○

□

多量排

性

出者に対し「減量化等

市

計画書」等の確実な提

の

出を求めるとともに、

関

現場確認を行い、排出

与

抑制、資源化、リサイ

の

クル化な
どで減量化を

必

促します。

多量排出者

要

に対す多量排出者に対

性

す多量排出者に対す多

低

量排出者に対す多量排

事

出者に対す多量排出者

そ

に対す

る指導 る指導 る

の

指導 る指導 る指導 る指

他

導

0 0 0 0 0 0 0

0 0

上

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0
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展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

多量排出者に「減量化等計画書」等 多量排出者に「減量化等計画書」等
の確実な提出をを求め、実績及び計 の確実な提出を求め、実績及び計画
画書の分析等を行った。「減量化等 書の分析等を行いました。「減量化
計画書」等の確実な提出により、多 等計画書」等の確実な提出により、
量排出者に対し、ごみの発生抑制、 多量排出者に対し、ごみの発生抑制
資源化への意識付けに効果があった 、資源化への意識付けに効果があり

５

。 ました。

多量排出者

.

に対し「減量化等計画

事

書 多量排出者に対し「

業

減量化等計画書
」等の

展

確実な提出をを求める

開

ととも 」等の確実な提

の

出を求めるとともに
に

経

、実践例を紹介し、排

緯

出抑制、資 、現場確認

平

を行い、排出抑制、資

成

源
源化、リサイクル化

1

などで減量化を 化、リ

8

サイクル化などで減量

年

化を促
促す。 します。

度

－ 現状の規模で継続 現

事

状の規模で継続

提出書

業

類の分析等を行い、実

分

践例を 提出書類の分析

平

等を行い、現場確認
紹

成

介し排出抑制、資源化

1

、リサイク を順次実施

9

し、排出抑制、資源化

年

、
ル化の指導、助言を

度

行う。 リサイクル化の

事

指導、助言を行いま
す

業

。

－ 実施計画事業 実施

分

計画事業

平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への
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Ｏ

含）

1 － 1

1 －

①：予

そ

定どおり

平成19年度

の

及び21年度に調査を

他

実施して採用可否の判

　

断を行うこととしてお

】

り、20年度は廃棄タ

【

イヤを活用した路面舗

協

装の振動
・騒音に対す

働

る研究を進めた。

Ａ：

：

成果があがった

】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

資

業

源・環境に配慮した道

種

路づくり（廃棄タイヤ

類

の活用）事業

土木部　

ハ

土木補修課

00－xx ーxxxx－xx000 ド0 ○ ●

03 基本目標３

ソ

　　人と自然が調和し

フ

た、やすらぎのあるま

ト

ち
総合計画の

03 ③〈

根

循環型社会〉　循環型

拠

社会をめざして環境負

法

荷の少ない暮らし方を

令

定着させる
位置付け

0

等

2 2 ごみの排出を抑

対

制し、資源化を進める

象 市民         ・      ～ 平成２受 １年度

□ □ □ □ 企業

廃

益

棄タイヤを有効活用し

者

た路面舗装により、騒

事

音振動の低減な 資源・

業

環境に配慮した道路づ

期

くりを研究するため、

間

アスファル
どの調査結

委

果が得られた場合には

託

採用し、資源の循環利

、

用の確 トの材料に廃棄

協

タイヤを混ぜた舗装を

働

行い、施工者から追跡

【

調
立と道路環境の向上

委

が図られています。 査

託

報告を受け結果を公表

：

します。平成２１年度

3

に採用可否の判
断をし

セ

ます。

振動・騒音調査

ク

回数 回

既設舗装との振

・

動・騒音比較調査（3

財

箇所程度）

1 － 1

1 －

団

調査結果の検証・公表

企

回数 回

提出された調査

業

報告書の内容確認・公

Ｎ

表回数（平成21年は

Ｐ

、採用・不採用の判断
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上

跡調査による報告書に

位

より、採用可否の判断

施

を行うことで、事業目

策

的は達成されるため終

へ

了となります。

廃棄タ

の

イヤの有効活用による

貢

路面舗装が、追跡調査

献

に基
づき、有効な舗装

高

材料として採用できる

市

かどうか可否の
判断を

民

して行きます。

満足度を高める方策
業 有効性

継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

□ 資源・環境に配慮し

抽

た道路づくりの研究の

出

ため必要性が
●■ あり

総

ます。

■ ○
□
■ 資源・

合

環境に配慮した道路づ

評

くりの研究のため有効

価

性が
●■ あります。

■

市

○
□
■ 資源・環境に配

民

慮した道路づくりの研

ニ

究目的のため、比
●

□

ー

較調査を行うことは妥

ズ

当性があります。
○

□

高

○
□
■ 資源・環境に配

事

慮した道路づくりのた

業

め、比較調査を行
●

■

目

うことでコスト削減の

的

可能性など、効率性を

の

検討できま
○

■ す。
○

達

□

検査結果の検証、振

成

動騒音の研究 結果の検

状

証、立会

振動騒音検査

況

の立 い、採用可否の判

必

会い 断・公表

0 0 0 0

要

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

性

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

市

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

の

0

0 0 0 0 0 0 0

－ －

関

－

0.00 0.15 0

与

.15 0.15 0.0

の

0 0.00 0.00

0

必

.00 0.00 0.0

要

0 0.00 0.00 0

性

.00 0.00

0 1,

低

259 1,259 1,

事

254 0 0 0

0 1,2

そ

59 1,259 1,2

の

54 0 0 0

○ ○ ○ ○ ○

他

● ○

平成２１年度の追
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

既設舗装と廃棄タイヤを活用した路 平成19年度及び21年度に調査を実施
面舗装の振動・騒音に対する比較調 して採用可否の判断を行うこととし
査を実施し、研究成果を報告書にま ており、20年度は廃棄タイヤを活用
とめた。 した路面舗装の振動・騒音に対する

研究を進めた。

廃棄タイヤを活用した路面舗装に、
期待通りの結果が得られるかどうか
、耐久性の面から問題がないかなど
の評価判断の難しさが課題です。

－ 現状の規模で継続 終了

経

５

年の追跡調査結果によ

.

る廃棄タイ
ヤを有効活

事

用した路面舗装の採用

業

可
否の判断。

－ 実施計

展

画事業 －

開の経緯

平成18年度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ


